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１ 公共施設マネジメント白書の制度化
①マネジメント白書の作成とそれにもとづく更新計画の実行
②地方公共団体が導入する際のノウハウ面、財政面での支援
③社会資本整備の際にPFI／PPPの可能性を検討することを制度化。

２ 民間提案の促進
①ＰＦＩの民間発案の仕組み具体化。（提案内容の自由度の保証、提案の受

付・検討体制の事前明示、検討期間の明示（提案後６カ月以内）、提案者の知的
財産権保護、提案者へのインセンティブなど）
②競争的交渉方式の導入。
③性能発注・一括発注・長期契約のより一層の促進。
④公物管理の規制緩和。
⑤税・補助金のイコールフッティング。

３ 規律ある資金調達
○自治体からの返済財源の特定化と優先権の付与。

４ その他
①一元的PPP推進体制と地方公共団体の支援体制の構築。
②官民の人材交流の促進。

結論１ 制度的提案事項のまとめ
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（１）社会資本更新は、①長寿命化、環境・エネルギー性能向上などの技術面の
アイデア、②機能転換、複合化向上などのシステム面のアイデア、③事業運営、
メンテナンス、付帯事業などの運営面のアイデア、④余剰空間の活用などの不
動産面のアイデア、⑤投資資金と社会的利益増加の時間差を埋めるファイナン
ス面のアイデアの複合である。こうした個々の具体的なノウハウを組み合わせ
て産業化することはわが国の得意とするところであり、十分に成長産業となる。

（２）長期にわたって継続すべき細かなノウハウの集合であるため属地性が強く
地方の企業の仕事が増える。また、新しい公共の担い手であるNPO・NGOの役
割強化にもつながる。

（３）世界的にも産業としては成立しておらず、途上国のインフラ整備の潜在性を
考えれば輸出産業として期待できる。

結論2 成長戦略的視点
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背景 社会資本老朽化の実態

10億円 10億円

フローの公共投資は減少してもストックが多いため更新投資必要額は増大
。

GDP統計
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社会資本老朽化に伴う更新投資額の試算

（前提）

・公共施設（ハコもの、種類問わず）、道路、橋りょう、上水道、下
水道の現在の資本ストックをすべて50年間平均で更新すると仮定し
た（道路舗装のみ15年）。データ不足のため老朽化度は織り込んで
いない。

・更新投資額は、ストック量×更新投資単価で算出した。

・ストック量は、公共施設は延べ床面積、道路は舗装面積、橋りょう
は本数（箇所）、上水道・下水道は配管延長距離を用いた。

・更新投資単価は、現在公共施設マネジメント計画を策定中の自治体
の値を参考にした。

・上記以外の社会資本（港湾、空港、都市公園、治水、海岸等）は今
回の作業対象外とした。

・いずれもかなり大胆な仮定を置いた数値であり、本格的な検討には
詳細な検討を要する。また、いずれにせよ、すべての社会資本をそ
のまま更新できないため、優先劣後を決めるための費用対効果デー
タが必要とな.。
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（結論）

・ 公共施設（＝ハコもの。学校・病院・公営住宅・庁舎・社会教育施設など）、道路、橋

りょう、上水道、下水道の現在のストックを５０年間で更新するための更新投資額を

おおまかに試算すると、総額３３７兆円、８．１兆円／年となる。

・ これに対して、現在の社会資本投資（フロー）に占める更新投資（１０％と仮定）を

控除した後、将来の人口減少に比例して公共投資の事業仕分けを実施する（５０

年平均で１５％削減）対策を織り込んでも、なお２．１兆円／年不足する。

・ この不足を財政負担増なしに解消するには、民間の効率性と創意工夫の発揮が

不可欠である。仮に、上記対策後の社会資本投資（フロー）必要額２２．５兆円／年

のうちの４６％に対して、ＰＦＩ／ＰＰＰを最大限（ＶＦＭ２０％と仮定）に用いると不足

資金が解消することになる。これを、ＰＦＩ／ＰＰＰ事業規模に換算すると１０．３兆円

／年、財政負担縮減効果は２．１兆円／年となる。

不足額２．１兆円／年
＝対策後社会資本投資（フロー）必要額２２．５兆円／年×４６％×ＶＦＭ２０％

⇒ＰＦＩ／ＰＰＰ事業規模１０．３兆円／年
＝財政負担縮減効果２．１兆円／年
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提案１ 公共施設マネジメント白書の作成

◆公共施設マネジメント白書を作成、公開して、早期に問題の深
刻さを把握するとともに、民間に関心を持ってもらい知恵を早
期に誘導することが必要である。

◆また、すべての社会資本を現状の規模のまま更新することは
不可能と考えられることから、「更新する／更新しない」の優先
順位の政策判断を行う必要がある。これには、費用対効果情
報を開示して客観的に検討する必要がある。

◆先行事例：藤沢市（次葉以降） 同様のデータ整備は習志野
市、秦野市で実施済みの他、他の複数の自治体で実施予定
である。
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（先行事例） 藤沢市公共施設マネジメント白書
図は、横軸に建設年、
縦軸に延床面積をとっ
たもの。色分けは施設
種類。約半分が学校施
設で、その他、福祉施
設、子育て支援（幼稚
園・保育所）、市営住
宅、市庁舎、公民館・
図書館等である。

●築30年以上経過して
いるものが52%
●特に、学校（緑色）、
庁舎（橙色）の老朽化
が著しい
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施設の費用対効果情報の把握

年間費用890百万円（含む減価償却費）、年間収入31百万円、受
益者負担率4%弱となる。 利用１回あたり費用6,652円、利用1回あ
たり収入は233円である。

藤沢市公民館別費用内訳・利用収入状況

この数字が
あると、公民
館のあり方
を巡る議論
ができる。
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地区ごとの施設分布の可視化

地区ごとにどのよう
な公共施設があるか
を地図に落とし込ん
だもの。費用対効果
情報に地理的な情報
が付加されて、優先
順位を付けることが
できるようになる。
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地域経営会議における市民参加

地区ごとに地域経営会議を
設立し、予算・権限を一部移
譲する。地域に情報を開示し
て、地域の責任で優先順位
を決めてもらう趣旨。

単なるカットではなく、「できるだけ機能を維持しつつ、できるだけ
負担を引き下げる」知恵が必要 ⇒ 民間提案の促進を図る方策
が必要
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提案２ 民間提案の促進

◆ＰＦＩ法の民間発案条項が機能するような改善が必要である。
（現状機能していない）

◆①自由に幅広い領域から提案できること

②提案者が募集要項そのものを提案できること

③提案を受け付ける部署の特定、検討体制・検討期間（提案
後6か月以内）・回答方式・不服手続きなどがあらかじめ定まっ
ていること

④提案者の知的財産権が保護されること

⑤民間提案者へのインセンティブが導入されること（提案者加
点など）
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（参考事例）バージニア州法PPEA（米国）

PPEA(Public Private Educational 
Infrastructure and Facilites)
特徴
•インフラ更新のための州法
•民間の完全自由提案
•提案後のプロセスが透明化されている
•知的財産権保護が与えられる
•審査料を徴収（上限５万ドル）
•法律による制度の安定性・継続性が担保さ
れている
•提案後の内容変更が可能（競争的交渉）
効果
•2002年導入後150件実績あり

DC政府 民間 居住者

児童
公立小学校サービス

固定資産税
免除

賃料無償譲渡

民間賃貸マン
ションサービス

PPEAの先行例となっ
たワシントンDCのオイ
スタースクール（小学
校）更新プロジェクト

官 民 市民民

アイデア
提案公募

本事業提
案公募 サービス提供

アイデア提案者インセンティ
ブ（募集要項から提案可能）

校庭の余剰地を民間住宅賃貸事業に活
用することで、DC政府は無償で新しい校
舎を入手した。
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（参考事例） 奈良養徳学舎建て替え整備事業

• 東京都文京区小日向

• 県民子弟の学生寮（予想図の手前）

• 建て替えに際して、余剰地を自由に開
発させる公募を実施。デベロッパーの
ヒューリック㈱が当選。賃貸マンション
（予想図の奥）の賃貸収入を地代権利
金で相殺。

• 県は無償で新しい寮を入手した。

• 現行法の範囲内で実現した。

奈良県 民間 県民子弟

学生寮サービスサービス購入料

奈良県 民間 居住者

県民子弟
学生寮サービス

学舎買取+定
期賃貸借

賃料地代（権利金＋
毎年の地代）

PFIタイプPPEAタイプ
民間賃貸マン
ションサービス
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• 刑務所不足という国の課題に対応
する刑務所PFIの第一号。

• 山口県美祢市の売れ残りの工業
団地に誘致した。

• 目的を社会復帰に変化させ、職業
訓練に力を入れている。＝民間の
知恵の出せる業務

（参考事例）美祢市社会復帰促進センター

国 SPC
国
民

spc
spc
民

刑務所サー
ビス提供

サービス購
入料支払い

事業権
契約

設立

施設HPより
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• 未利用施設である合併された自
治体の議場（新潟県南魚沼市：
写真上）、学校の廃校舎（三重
県名張市：写真下）の活用。

• ヤマト運輸コールセンターを誘
致。民の視点で未活用資産を再
生した。

• 収入と雇用機会（数百名）を生
む。

（参考事例）ヤマト運輸コールセンター

自
治
体

ヤマト
運輸

利
用
者

コールセン
ターサービ
ス提供

賃料支払い

定期賃貸
借契約

2007.12.26産経ニュース

2009.5.26伊賀タウン情報



その他の事例

• 委託・指定管理者

– 北海道清里町 すべての町道の維持管理補修事業を建設会社に指定
管理者として委託（２６％削減）

– 香川県まんのう町 ７０の公の施設を包括的に委託。

– 高浜市 高浜総合サービス(株） 市１００％出資により設立された

行政サービスのアウトソーシング受け皿会社。市の行政経費の大幅削
減とシニア層の地域雇用創出を実現。

– A市（予定） 中学校建て替えに合わせて、保育所、学童クラブ、デイケ
アセンターなどをPFIを用いて集約・統廃合し、公共施設延べ床面積を５

０％削減と機能の維持の同時実現を目指す

• 民間提案

– 横浜市新市庁舎建設手法提案 新市庁舎整備と旧市庁舎周辺整備提
案を同時に募集

– 紫波町提案者加点制度 アイデア提案の優秀者が本事業提案（公募
プロポーザル）の際の総合評価に加点

– 藤沢市公民連携提案制度（予定） 全事務事業（施設を含む）を対象に
自由提案、提案者のインセンティブも付与 16



◆ 社会資本の多くは、直接利用者からの収入のないサービス購
入型ＰＦＩ、もしくは収入はあっても更新投資を含めてすべての費用
を賄えない混合型の形態が多く（それでも財政負担総額が少しで
も削減されるならば（VFM＞０）導入したほうが良い）、いったん民

間金融にて調達した後、将来の税収で返済する必要がある。

◆しかしながら、これを一般財源から返済する方式では規律が働
かず、不必要または過大な投資が行われ財政にしわ寄せされるお
それがある。こうした事態を避けるため、民間のプロジェクト・ファイ
ナンス、海外におけるＴＩＦ、レベニュー債、シャドートールなどを参
考に、ＰＰＰプロジェクトによって得られた社会的な便益（税収、利
用料収入など）から優先返済を受ける「規律ある資金調達」制度を
導入する。

提案３ 規律ある資金調達
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０

１００

サービス購入料
（民間が生産する公共サービ
スを政府が購入する）

サービス購入型 混合型 独立採算型

学校、公民館、
図書館、庁舎

民の知恵によるVFM

病院
観光施設

港湾、空港、鉄道

幼稚園・保育所

一般道路、一般橋梁 下水道、上水道

利用収入
（受益者が直接負担する）

文化・ス
ポーツ施設

有料道路、有料橋

規律ある資金調達
純粋民間のプロ
ジェクトファイナン

ス
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参考；海外で導入されている「規律ある資金調達の例」

●TIF（tax increment finance）：
一般的には、プロジェクトの効果
により発生した税収（米国では固
定資産税が一般的）を返済財源と
する債券を発行し調達する。将来
税収が増加した段階で返済する。

投
資

調
達 返済

固定資産税増加分

時間

金額

●レベニュー債(revenue bond)：
自治体・民間企業が発行する債券
の返済がそのプロジェクトからの
収入に限定されている。理論的に
は、レベニューローン（借入金）で
も良い。債券購入者の金利収入
への課税を免除する免税債が多く
用いられている。

財政全体

特定
事業

金融
機関

× 支払いしない

他の金
融機関

優先
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●シャドートール(shadow toll )：利用料金がない場合でも社会的

増加利益を定量化して政府が民間に支払う（道路などで活用さ
れている）。

●BID(Business Improvement District)：特定地域の地権者に

負担金を追加で賦課する。任意の分担金ではなく法的な強制力
を持つことが特徴。
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